
 

 

 

 

 

 

Ⅲ．学位取得 
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III-１. 修了要件および学位判定・授与 

（１）修了要件と学位判定・授与の概要 

1．博士課程修了によるもの（課程博士） 

本研究科博士課程に３年以上在学し、14 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、学位

論文及び必要な書類を専攻長に提出し、審査委員会による審査及び最終試験に合格したものに学位を授与

する。 

 

2．学位論文提出によるもの（論文博士） 

上記のほか、博士の学位は、学位論文及び必要な書類を大学長に提出し、審査委員会による審査及び最

終試験に合格し、かつ、大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することが確認された者にも

授与することができるものとする。 

 

3．学位判定・授与の概要 

授与する学位は博士（学術）とする。提出された学位論文は、次に掲げる (２) 学位授与方針および 

(３) 学位評価基準に基づき、審査委員会で審査を行い、専攻会議で合否を判定する。したがって、学生

は、学位論文の作成や公開審査会の発表に際しては、学位授与方針や評価基準を熟読し十分に理解した上

で、指導教員とも十分に議論しながら、作業を進める必要がある。 

なお、学位論文提出に関わる具体的な手続きや、提出後の論文の修正などについては、本履修案内のIV．

関係規則等に掲載されている、学位論文審査などに関する実施要項やその取扱い申合せを参照すること。 

 

（２）学位授与方針 

1．課程博士 

高知大学大学院総合人間自然科学研究科の定める在学期間を満たし、黒潮圏総合科学専攻のカリキュラ

ムポリシーにより配置された科目群から所定の単位を修得し、専攻の理念や目的に沿った研究指導を受

け、かつ所定年限内に専攻が行う学位論文の審査及び試験に合格し、課程を修了するものに学位を授与す

る。学位論文審査及び試験をとおして、専攻のディプロマポリシーを満たす能力や学識を身につけている

ことを確認する。 

 

2．論文博士 

黒潮圏総合科学専攻の定める論文提出の資格要件を満たし、専攻の理念や目的に沿った研究活動を行い、

かつ専攻が行う学位論文の審査及び試験に合格したものに学位を授与する。専攻のディプロマポリシーに

準じて、本専攻の学位授与者として、高度な専門業務に従事するために必要な能力とその基盤となる学識

を身につけていることを確認する。 

 

3．学位審査の透明性、公平性、厳格さの担保 

学位論文審査は、主査を主指導教員とし，副査は 2 名以上の副指導教員及び必要に応じて他専攻や他大

学等から選任し、次項の基準にもとづいて審査することにより、学位審査の透明性、公平性、厳格さを担
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保し、学位論文が国内外から認められるレベル・質であることを保証する。 

 

（３）学位論文に関わる評価基準 

黒潮圏総合科学専攻の学位論文は、以下の 1)～13)の基準に従って評価し、審査を行う。 

1．研究課題、目的、意義 

・研究課題や目的は、黒潮圏総合科学専攻の理念や目的に沿ったものであること。 

・関連する研究分野の先行研究などと比較して新規性が認められ、当該研究分野の発展に貢献できること。 

・学際的・国際的視野から、黒潮圏諸地域における自然環境と調和のとれた持続型社会の構築に貢献でき

る知見や、黒潮圏科学の発展に貢献できる知見などを提供できること。 

 

2．参考論文 

・学位論文は、課程博士においては 1編以上の参考論文、論文博士においては 3編以上の参考論文を中心

に構成されていること。参考論文とは、「高知大学大学院総合人間自然研究科黒潮圏総合科学専攻学位

審査等に関する実施要項」取り扱い申し合わせにより定められた学位論文の研究を行う上で重要な論文、

又は学位論文の主要な部分に関する論文をいう。 

 

3．論文題目 

・学位論文全体としての研究課題や目的、内容を十分に反映し、重要かつ適切なキーワードを含んでいる

こと。 

 

4．要旨 

・学位論文全体としての研究課題に関する背景や研究目的、研究計画や方法が簡明に記述されていること。 

・主要な知見が適切に記述されていること。 

・研究課題全体に関わる結論が簡明に示されていること。 

 

5．章や節の構成 

・学位論文は、論理的な流れに沿って章や節に分けられ、適切に構成されていること。 

・適切な目次を付すこと。 

 

6．序論 

・研究課題に関連する背景と問題点、仮説などが、当該学術分野の論文に必要なスタイルに則って明確に

論じられていること。 

・研究目的が論理的に導き出され、かつ明確に示されていること。さらに研究目的は、研究計画や方法、

得られた知見及び結論と対応していること。 

・先行研究との比較により、当該研究の位置づけや、意義、特色、新規性が明確に示されていること。 

・文献や統計情報などが適切に引用されていること。 
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7．材料・資料と分析方法 

・研究計画は、研究目的を達成できるように策定されていること。 

・材料あるいは資料と分析方法が正確に記述され、その学術的妥当性が示されていること。 

・記述された材料あるいは資料と分析方法により、他者による検証が可能であること。 

・適切な分析方法が用いられていること。 

・材料あるいは資料や分析方法に関わる文献が適切に引用されていること。 

 

8．結果の分析、解釈、議論 

・研究目的を達成する上で必要な分析結果が得られていること。 

・データや結果は、統計的手法など当該学術分野で必要とされる手法により適切に分析され、論理的に解

釈され、議論されていること。 

・図表や写真などが適切に配置され、使用されていること。図表や写真のタイトルはその内容を簡潔かつ

的確に説明するものであること。また、表や写真は印刷時に鮮明であること。 

・結果の解釈や議論の展開に必要な文献が、適切に引用されていること。 

 

9．結論 

・結果の解釈や議論についての総合的な考察により、研究課題や目的に対する回答が結論として論じられ

ていること。 

・研究目的がどの程度まで達成されたのかについて論じられていること。 

・未解明として残された点や今後の課題などについて論じられていること。 

・得られた知見が、当該学術分野においてどのように貢献できるのかについて論じられていること。 

・他に、特筆すべき成果や、得られた知見により貢献できる分野等があれば、それらについて記述されて

いること。 

 

10．文中の引用および引用文献リスト 

・文献を引用した場合は、著者や出版年などの情報が文中に明示されていること。 

・フォーマットが統一されていること。 

・抜け落ちなどの誤りがないこと。 

 

11．参考論文などのリスト 

・学位論文を構成する参考論文や関連する学会等での発表のリストを目次のあとに付すこと。 

 

12．文章の体裁、表現、語句など 

・学位論文全体を通して統一されたスタイルで構成されていること。 

・ページ、章や節、図表や写真などの番号は、統一的に付され、誤りのないこと。 

・日本語で学位論文を作成する場合は、英文題目および要旨が併記されていること。なお、図表や写真の

タイトルや説明文は、英文で作成されているか、和文と併記されていることが望ましい。（歴史学や文

学など英語の使用が難しい分野は、その限りではない。指導教員の指示に従うこと。） 



III - p.4 

 

・英語で学位論文を作成する場合は、スペルミスや文法上の誤りなどがないこと。学位論文の提出後であ

っても、ネイティブによる校正を求めることがある。 

・学術雑誌等に投稿論文等として掲載されている箇所は、著作権に十分留意し、投稿時の著者最終稿等を

使用すること。 

 

13．公開審査会における発表 

・学位論文研究の内容が、要旨に沿って明瞭に発表されていること。 

・スライドなどの資料が適切に作成され、その説明が明瞭かつ的確であること。 

・質問に対し、的確に回答していること。 

・発表時間を遵守していること。 
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III-２. 不正行為への対応 

・科目の履修や学位論文作成において、データの改ざん、捏造、盗作および剽窃行為などのいかなる不正行為

も認めない。不正行為が判明した場合は、諸規則に従い迅速かつ厳正な処置を講ずる。 

・学位授与後においても、不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明した時、又はその名誉を汚辱する

行為があったときは、高知大学学位規則第 19 条により学位の授与は取り消される。 
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III-３．高知大学大学院総合人間自然科学研究科博士課程 

黒潮圏総合科学専攻学位論文審査等に関する実施要項 
 

制定 平成 20 年４月 1日 

黒潮圏総合科学専攻会議 

最終改正令和５年４月 26 日 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要項は、高知大学学位規則（以下「学位規則」という。）及び高知大学大学院総合人間自然科学

研究科博士課程黒潮圏総合科学専攻規則（以下「専攻規則」という。）第 16 条の規定に基づき、高知大学大

学院総合人間自然科学研究科博士課程黒潮圏総合科学専攻（以下「専攻」という。）において実施する学位

論文審査並びに最終試験及び学力の確認等に関し、必要な事項を定める。 

 

（学位） 

第２条 専攻において授与する学位は、博士（学術）とする。 

 

第２章 課程の修了による学位授与のための学位論文審査及び最終試験 

（学位論文の提出の時期） 

第３条 学位規則第３条第４項の規定に基づいて学位の授与を受けようとする者(以下「課程博士申請者」と

いう。)は、在学中に学位論文を提出するものとし、提出時期は、最終年次における第８条に規定する期日

とする。 

２ 高知大学学則第 73 条ただし書きに規定する優れた研究業績をあげた者と判定された課程博士申請者の提

出時期については、その都度、専攻会議が定める。 

３ 高知大学学則第 26 条に規定する長期履修学生と認定されている課程博士申請者の提出時期については、

最終履修年次における第８条に規定する期日とする。 

４ 前２項に掲げるもののほか、専攻会議が教育上やむを得ない事由があると認める場合には、当該課程博士

申請者の提出時期について、その都度、専攻会議が定める。 

 

（予備審査） 

第４条 課程博士申請者は、予め専攻会議が行う予備審査に合格しなければ学位論文を提出することができな

い。 

２ 予備審査は、学位論文提出の資格（10 単位以上の修得）、専門的学識、発表論文及び国際会議等での発表

の有無等に関し審査する。 

 

（予備審査の手続き） 

第５条 予備審査は、第１期及び第２期の年２回実施し、それぞれの申請期限は、次の各号に掲げる期日とす

る。ただし、第３条第２項及び第４項に規定する者の申請期限は、その都度、専攻会議が定める。 
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（1）第１期申請期限  ４月 30 日（休日のときは前平日） 

（2）第２期申請期限  10 月 31 日（休日のときは前平日） 

２ 課程博士申請者は、別に定めるところにより、次の各号に掲げる書類を前項の申請期限までに、主指導教

員を経て、専攻長に提出しなければならない。 

(1) 学位論文審査願（様式１） １部 

(2) 学位論文概要（様式２） ４部 

(3) 論文等目録（様式３） ４部 

(4) 国際会議等での発表（様式４） １部 

(5) 参考論文 各４部 

(6) 履歴書（様式５） １部 

(7) 承諾書（様式 19） 各１部 

(8) 掲載予定証明書（任意様式） 各１部 

 

（予備審査委員会） 

第６条 専攻長は、前条の書類を受理した場合は、直ちに、３名以上からなる予備審査委員会を設置しなけれ

ばならない。 

２ 予備審査委員会は、主指導教員を含めて組織する。 

３ 予備審査委員会に委員長を置き、委員長は委員の互選とする。 

 

（予備審査の結果） 

第７条 予備審査委員会委員長は、第４条に規定する審査を実施し、その結果を予備審査結果報告書（様式６）

により、専攻長に報告しなければならない。 

２ 専攻長は、専攻会議の議に基づき予備審査の結果を文書により課程博士申請者に通知しなければならない。 

３ 予備審査の結果は、原則として、予備審査の直後に行われる当該期の学位論文審査の申請にのみ有効とす

る。 

 

（学位論文提出） 

第８条 第４条に規定する予備審査に合格した課程博士申請者は、次の各号に掲げる書類を第１期申請者は６

月 15 日（休日のときは前平日）までに、第２期申請者は 12 月 15 日（休日のときは前平日）までに、主指

導教員を経て、専攻長に提出しなければならない。 

(1) 学位論文（正）                １部 

(2) 学位論文（副）                ３部 

(3) 学位論文の要旨（様式７）         ４部 

 

（審査委員会） 

第９条 専攻長は、前条の書類を受理したときは、専攻会議に審査を付託する。 

２ 専攻会議は、主査１名、副査２名以上からなる審査委員会を設置する。 
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３ 主査は、主指導教員をもって充て、副査は、副指導教員２名以上を含むものとし、加えて外部審査委員と

して他の専攻の教員、他の大学院又は研究所等の教員等に委嘱することができる。 

４ 審査委員会に委員長を置き、委員長は主査をもって充てる。 

 

（学位論文の公開の審査会） 

第 10 条 審査委員会は、学位論文審査の一部として、公開の審査会（以下「公開審査会」という。）を開催す

るものとする。 

２ 審査委員会は、公開審査会の開催日程等を、原則として開催日の１週間前までに課程博士申請者に通知し

なければならない。 

 

（学位論文審査及び最終試験） 

第 11 条 審査委員会は、学位論文審査及び最終試験を行い、その結果を審査結果報告書（様式８）、学位論文

審査結果の要旨（様式９）及び最終試験結果の要旨（様式 10）により、専攻長に報告しなければならない。 

２ 最終試験は、提出論文の内容を中心として、これに関連ある基礎及び専門科目の学識や外国語能力等につ

いて試問により行う。 

 

（学位授与の議決等） 

第 12 条 専攻会議は、前条第１項の報告に基づき学位を授与すべきかを議決する。 

２ 前項の議決を行うには、専攻会議構成員の３分の２以上が出席し、かつ、出席者の３分の２以上の賛成が

なければならない。 

３ 専攻長は、第１項の議決の結果を研究科長に文書で報告しなければならない。 

 

 （学位論文の公表） 

第 13 条 博士の学位を授与された者は、当該学位論文をＰＤＦ形式で専攻長に提出し、当該博士の学位を授

与された日から１年以内に、学位論文の全文を高知大学学術情報リポジトリで公表しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由がある場合には、審査委員会の議を経て専攻長の承認を受け、

全文の内容を要約したものをもって、学位論文の公表に代えることができる。ただし、やむを得ない事由が

無くなった場合には、専攻長に申し出た後、当該学位論文の全文を公表しなければならない。 

 

第３章 論文提出による学位授与のための学位論文審査及び学力の確認 

（論文提出の資格要件） 

第 14 条 学位規則第３条第５項の規定により学位論文を提出して学位の授与を受けようとする者（以下「論

文博士申請者」という。）は、次の各号の一に該当する者でなければならない。 

(1) 専攻に３年（長期履修学生にあっては、標準修業年限を超える計画的履修が認められた年数）以上

在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた後、退学した者 

(2) 大学を卒業した後、８年以上の研究経歴を有する者 

(3) 大学院の修士課程を修了した後、５年以上の研究経歴を有する者 

(4) 博士課程を中途退学した後、[（標準修業年限－在学期間）×２]年以上の研究経歴を有する者 
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(5) 専攻会議において、前各号に掲げる者と同等以上の研究経歴を有すると認められた者 

２ 前項の研究経歴とは、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 大学又は短期大学の職員として研究に従事した期間 

(2) 大学又は大学院の研究生として研究に従事した期間 

(3) 大学院の学生として在学した期間 

(4) 官公庁、会社等において研究に従事した期間 

(5) その他、専攻会議において前各号と同等以上と認める研究に従事した期間 

 

（予備審査） 

第 15 条 論文博士申請者は、予め専攻会議が行う予備審査に合格しなければ学位論文を提出することができ

ない。 

２ 予備審査は、専門的学識、発表論文及び国際会議等での発表の有無等に関し審査する。 

 

（予備審査の手続き） 

第 16 条 論文博士申請者は、予め専攻を担当する教員のなかから学位論文の内容に関係の深い学術領域の教

授等を推薦教員として決めなければならない。 

２ 論文博士申請者は、別に定めるところにより、次の各号に掲げる書類を、推薦教員を経て専攻長に提出し

なければならない。 

(1) 学位論文審査願（様式 11） １部 

(2) 学位論文概要（様式 12） ４部 

(3) 論文等目録（様式３） ４部 

(4) 国際会議等での発表（様式 13） １部 

(5) 参考論文 各４部 

(6) 履歴書（様式５） １部 

(7) 最終出身学校の卒業証明書又は修了証明書 １部 

(8) 研究経歴に関する証明書（様式 20） 

※第 14 条第１項第１号に規定する者は除く。 

各１部 

(9) 承諾書（様式 19） 各１部 

(10) 掲載予定証明書（任意様式） 各１部 

３ 前項の書類は、随時受付けるものとする。 

 

（予備審査委員会） 

第 17 条 専攻長は、前条の書類を受理した場合は、直ちに、３名以上からなる予備審査委員会を設置しなけ

ればならない。 

２ 予備審査委員会は、推薦教員を含めて組織する。 

３ 予備審査委員会に委員長を置き、委員長は委員の互選とする。 
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（予備審査の結果） 

第 18 条 予備審査委員会委員長は、第 15 条に規定する審査を実施し、その結果を予備審査結果報告書（様式

14）により、専攻長に報告しなければならない。 

２ 専攻長は、専攻会議の議に基づき予備審査の結果を文書により論文博士申請者に通知しなければならない。 

 

（学位論文提出） 

第 19 条 第 15 条に規定する予備審査に合格した論文博士申請者は、次の各号に掲げる書類に所定の学位論文

審査手数料を添え、専攻長に提出しなければならない。ただし、第 14 条第１項第１号に該当する者で、退

学の日から１年以内に学位論文を提出する場合は、学位規則第４条第２項により学位論文審査手数料を免除

する。  

(1) 学位論文（正） １部 

(2) 学位論文（副） ３部 

(3) 学位論文の要旨（様式 15） ４部 

 

（審査委員会） 

第 20 条 専攻長は、前条の書類を受理したときは、専攻会議に審査を付託する。 

２ 専攻会議は、主査１名、副査２名以上からなる審査委員会を設置する。 

３ 主査は、推薦教員をもって充て、副査は、専攻担当教員２名以上を含み、加えて外部審査委員として他の

専攻の教員、他の大学院又は研究所等の教員等に委嘱することができる。 

４ 審査委員会に委員長を置き、委員長は主査をもって充てる。 

 

（学位論文の公開の審査会） 

第 21 条 審査委員会は、学位論文審査の一部として、公開審査会を開催する。 

２ 審査委員会は、公開審査会の開催日程等を原則として開催日の１か月前までに論文博士申請者に通知しな

ければならない。 

 

（学位論文審査及び学力の確認） 

第 22 条 審査委員会は、学位論文審査及び学力の確認を行い、その結果を審査結果報告書（様式 16）、学位論

文審査結果の要旨（様式 17）及び学力の確認結果の要旨（様式 18）により、専攻長に報告しなければなら

ない。 

２ 学力の確認は、第 11 条第２項に規定する最終試験のほか、専攻修了者と同等以上の学力を有することを

確認するために専攻学術に関し基礎・専門・外国語等について筆記又は口頭により行う。 

３ 第 14 条第１項第１号に該当する者で、退学の日から３年以内に学位論文を提出した場合は、前項の学力

の確認において最終試験以外を免除することができる。 

４ 博士課程の中途退学者、修士課程修了者に対しては、最終試験以外の筆記又は口頭試験の一部を省略する

ことができる。ただし、筆記又は口頭試験を省略する場合は、その学力を証明するに足る資料を必要とする。 

５ 審査委員会は、学力の確認の実施に関し必要な事項を事前に論文博士申請者に通知しなければならない。 
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（学位授与の議決等） 

第 23 条 専攻会議は、前条第１項の報告に基づき学位を授与すべきかを議決する。 

２ 前項の議決を行うには、専攻会議構成員の３分の２以上が出席し、かつ、出席者の３分の２以上の賛成が

なければならない。 

３ 専攻長は、第１項の議決の結果を研究科長に文書で報告しなければならない。 

 

 （学位論文の公表） 

第 24 条 博士の学位を授与された者は、当該学位論文をＰＤＦ形式で専攻長に提出し、当該博士の学位を授

与された日から１年以内に、学位論文の全文を高知大学学術情報リポジトリで公表しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由がある場合には、審査委員会の議を経て専攻長の承認を受け、

全文の内容を要約したものをもって、学位論文の公表に代えることができる。ただし、やむを得ない事由が

無くなった場合には、専攻長に申し出た後、当該学位論文の全文を公表しなければならない。 

 

第４章 雑則 

（補則） 

第 25 条 この要項の実施に関して、これによりがたい事項が生じたときは、その都度、専攻会議において審

議・決定する。 

 

附 則 

この要項は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、平成 20 年 11 月 26 日から施行し、平成 20 年度入学生から適用する。 

 

附 則 

この要項は、平成 23 年 11 月 16 日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、平成 24 年 ３月 18 日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、平成 26 年４月 23 日から施行し、平成 26 年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は、平成 29 年６月 28 日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、平成 29 年 11 月 29 日から施行する。 
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附 則 

この要項は、令和元年９月 25 日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、令和５年４月 26 日から施行する。 
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III-４．「高知大学大学院総合人間自然科学研究科博士課程 

黒潮圏総合科学専攻学位論文審査等に関する実施要項」取扱い申合せ 
 

制定 平成 23 年 11 月 16 日 

   最終改正令和５年４月 26 日 

 

○第 3条関係（学位論文の提出の時期） 

（１）論文提出有資格については、修了要件単位 14 単位のうち 10 単位以上履修していること。 

（２）提出時の身分で「在学中」とは、休学、停学中でない状況をいう。 

 

○第 4条関係（予備審査） 

（１）予備審査の方法は、書類審査のみとする。 

 

○第 5条関係（予備審査の手続き） 

（１）関係書類は、主指導教員から事務が受取り、予備審査委員会に提出する。 

（２）次の要件を全て満たしていない者については、予備審査を行わない。 

① 学位論文提出有資格者として、本専攻に 2年以上在学し、修了要件単位 14 単位のうち 10 単位以上

履修していること（単位の修得状況については事務が予備審査委員会へ報告する）。（平成 22 年 12 月

22 日専攻会議決定） 

② １編以上の参考論文があること。 

③ 国際会議（学会等を含む。）あるいはそれに匹敵する国内会議（学会等を含む。）で、１回以上の発表

を行っていること。 

（３）参考論文について 

① 参考論文とは、学位論文の執筆を行う上で重要な論文、又は学位論文の主要な部分に関する論文をい

う。 

ただし、参考論文が印刷中のものについては、当該学術誌の編集委員会等が発行した掲載予定証明書

（任意様式）があれば、公表論文とみなす。 

また、掲載予定証明書を予備審査までに提出できない場合は、発行されるまでの間、仮審査として予

備審査を行うことができる。ただし、掲載予定証明書の最終提出期限は、公開審査会前日とする。 

② 参考論文は、質の高い研究業績で申請者が筆頭著者であり、かつ、公表（論文ならば受理で可）して

いること。質の高い研究業績とは、以下のものを指す。 

a) 複数のレフェリーによる査読システムのある学術論文誌に掲載された論文 

b) 学術書 

c) 上記 a)又は b)の水準に相当すると思われるもの 

③ 参考論文は、原則として日本語又は英語とする。この他に研究分野等で特別な理由のある場合は、他

の言語の論文を認める場合もある。 

④ 参考論文は、過去に申請者以外の学位論文の全部又は一部として使用されていないものとする。 

⑤ 参考論文が共著である場合、申請者の学位取得のために当該参考論文を提出することについて、共著
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者全員（予備審査委員会委員及び審査委員会委員が共著者の場合はこれらを除く。）から承諾を得なけ

ればならない（様式 19）。ただし、共著者に連絡が付かない等の理由により承諾が得られない場合には、

理由書（様式自由とし、申請者が押印又は署名の上、提出するものとする。）の提出によって様式 19 に

代えることができる。 

 

○第 6条関係（予備審査委員会） 

（１）予備審査委員は、主指導教員の推薦に基づき専攻長が委嘱する。 

 

○第 7条関係（予備審査委員会） 

（１）予備審査結果に係る専攻会議の議決には、予備審査委員の出席を求める。 

（２）最終試験に不合格となった者が、再度、次期又は次々期に学位規則第３条第３項の規定に基づいて学

位の授与を受けようとする場合は、学位論文審査願（様式１）を提出させ、専攻会議において審査の実施

が認められたときは、前回の予備審査の結果を当該期の学位論文審査の申請に有効とすることができる。 

 

○第 8条関係（学位論文提出） 

（１）学位論文は、主指導教員の承認を得て課程博士申請者が事務に提出し、事務が審査委員会に提出する。 

（２）事故や災害、病気などの本人の攻めに帰さない理由により提出期限までに学位論文が提出されなかっ

たと専攻長、教務委員長及び主指導教員の協議により認められた場合は、別途提出期限を定めることがで

きるものとする。 

（３）学位論文について 

① 学位論文は、レフェリーシステムのある学術論文誌に掲載されたもの又は掲載されうるものを基に、

独自に作成されたもの１編とする。 

② 学位論文は、日本語又は英語とする。 

③ 学位論文の表紙は、博士論文の表紙に関する注意事項（別紙）に基づき作成するものとする。 

 

○第 9条関係（審査委員会） 

（１）審査委員は、主指導教員の推薦を参考に専攻会議が委嘱する。 

 

○第 10 条関係（学位論文の公開の審査会） 

（１）公開審査会は、原則として専攻単位で開催する。 

（２）公開審査会は、事故や災害、病気などの本人の責めに帰さない理由により実施できなかったと審査委

員長と専攻長の協議により認められた場合、学位授与の議決を行う専攻会議の開催までに別途実施できる

ものとする。ただし、審査委員長及び専攻長の協議において、公開審査会が適切に開催できると判断され

た場合に限る。 

（３）公開審査会における発表や質疑応答の状況により、審査委員会が公開審査会を再度実施することが必

要であると判断した場合には、専攻会議において了承を得たうえで、学位授与の議決を行う専攻会議の開

催までに公開審査会を再度実施できるものとする。ただし、審査委員長及び専攻長の協議において、公開

審査会が適切に開催できると判断された場合に限る。 
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○第 11 条関係（学位論文審査及び最終試験） 

（１）最終試験は、学位規則に則り口頭又は筆答とする。 

（２）最終試験に不合格となった者が、再度、次期又は次々期に学位規則第３条第３項の規定に基づいて学

位の授与を受けようとする場合において、専攻会議において審査の実施が認められたときは、学位論文審

査については、前回の結果をもって当該期の審査の結果とすることができる。 

（３）提出された学位論文について、内容の変更あるいは差し替えは認めない。ただし、次のいずれかにお

いて、申請者は、論文の内容が大きく変わらない程度の加筆修正をすることができる。論文の内容が大き

く変わる場合は、一旦不受理とし、再提出を求める。 

① 審査委員会の指示による修正：  

（ア）審査委員会は、修正の内容について専攻長に報告するとともに、修正期限を専攻長との協議によ

り決定し直ちに申請者に告知する。修正期限は、審査開始から議決を行う専攻会議の日までの間

に設定する。 

（イ）申請者による学位論文の修正後、審査委員会は修正が適切に行われたことを確認し、議決に先立

って専攻会議に報告する。 

（ウ）修正が期限内に終了しなかった場合には、審査委員会は、修正期限の延長（最大でも PDF 形式に

よる論文の提出期限まで）や議決の留保・延期などの措置について、専攻長及び教務委員会と協

議する。措置の可否について専攻会議の承諾を得る。 

② 申請者自身の判断による修正：字句、誤字、脱字等については、申請者が専攻長に願い出て許可を受

けたうえで、PDF 形式による論文の提出期限までは修正することができる。 

 

○第 12 条関係（学位授与の議決等） 

（１）学位審査に係る議決は、専攻会議規則第 5条第 6 項を適用して、連携大学院客員教員及び審査委員の

出席を求める。 

 

○第 14 条関係（論文提出の資格要件） 

（１）必要な研究指導を受けたことの証明は、必要としない。 

（２）（標準修業年限―在学期間）×2 の計算式において在学期間は、半年単位で計算し、端数月は切り捨て

る。 

 

○第 15 条関係（予備審査） 

（１）予備審査の方法は、書類審査とする。 

 

○第 16 条関係（予備審査の手続き） 

（１）推薦教員は、専攻専任教員（連携大学院客員教員を含む）で、研究指導担当教員とする。 

（２）次の要件を全て満たしていない者については、予備審査を行わない。 

① ３編以上の参考論文があること。ただし、第 22 条第 3 項の適用を受ける者については、1 編以上と

する。 

② 国際会議（学会等を含む。）あるいはそれに匹敵する国内会議（学会等を含む。）で、１回以上の発表
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を行っていること。 

 

（３）参考論文について 

① 参考論文とは、学位論文の研究を行う上で重要な論文、又は学位論文の主要な部分に関する論文を

いう。 

ただし、参考論文が印刷中のものについては、当該学術誌の編集委員会等が発行した掲載予定証明

書（任意様式）があれば、公表論文とみなす。 

また、掲載予定証明書を予備審査までに提出できない場合は、発行されるまでの間、仮審査として

予備審査を行うことができる。ただし、掲載予定証明書の最終提出期限は、公開審査会前日までとす

る。 

② 参考論文は、質の高い研究業績で申請者が筆頭著者であり、かつ、公表（論文ならば受理で可）して

いること。質の高い研究業績とは、課程博士の場合に準ずる。 

③ 参考論文は、原則として日本語又は英語とする。この他に研究分野等で特別な理由のある場合は、

他の言語の論文を認める場合もある。 

④ 参考論文は、過去に申請者以外の学位論文の全部又は一部として使用されていないものとする。 

⑤ 参考論文が共著である場合、申請者の学位取得のために当該参考論文を提出することについて、共著

者全員（予備審査委員会委員及び審査委員会委員が共著者の場合はこれらを除く。）から承諾を得なけ

ればならない（様式 19）。ただし、共著者に連絡が付かない等の理由により承諾が得られない場合には、

理由書（様式自由とし、申請者が押印又は署名の上、提出するものとする。）の提出によって様式 19 に

代えることができる。 

 

○第 17 条関係（予備審査委員会） 

（１）予備審査委員は、推薦教員の推薦に基づき専攻長が委嘱する。 

 

○第 18 条関係（予備審査の結果） 

（１）予備審査は、受理した日から１ヶ月以内又は受理した翌月の専攻会議までに実施するものとする。 

 

○第 19 条関係（学位論文提出） 

（１）学位論文は、推薦教員が事務に提出し、事務が審査委員会に提出する。 

（２）学位論文について 

① 学位論文は、レフェリーシステムのある学術論文誌に掲載されたもの又は掲載されうるものを基に、

独自に作成されたもの１編とする。 

② 学位論文は、日本語又は英語とする。 

③ 学位論文の表紙は、博士論文の表紙に関する注意事項（別紙）に基づき作成するものとする。 

（３）提出された学位論文の加筆修正について 

提出された学位論文について、内容の変更あるいは差し替えは認めない。ただし、論文の内容が大きく

変わらない程度の字句、誤字、脱字等については、専攻長に願い出て許可を受けたうえで PDF 形式による

論文の提出期限までは修正することができる。 
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○第 20 条関係（審査委員会） 

（１）審査委員は、推薦教員の推薦を参考に専攻会議が委嘱する。 

 

○第 21 条関係（学位論文の公開の審査会） 

（１）公開審査会は、原則として専攻単位で開催する。 

（２）公開審査会は、事故や災害、病気などの本人の責めに帰さない理由により実施できなかったと審査委

員長と専攻長の協議により認められた場合、学位授与の議決を行う専攻会議の開催までに実施できるもの

とする。ただし、審査委員長及び専攻長の協議において、公開審査会が適切に開催できると判断された場

合に限る。 

 

○第 22 条関係（学位論文審査及び学力の確認） 

（１）最終試験は、学位規則に則り口頭又は筆答とする。 

（２）最終試験以外で省略できるものは、外国語とし、学力を証明するに足りる資料は、外国語科目に係る

成績証明書とする。 

（３）提出された学位論文について、内容の変更あるいは差し替えは認めない。ただし、次のいずれかにお

いて、申請者は、論文の内容が大きく変わらない程度の加筆修正をすることができる。論文の内容が大き

く変わる場合は、一旦不受理とし、再提出を求める。 

① 審査委員会の指示による修正：  

（ア）審査委員会は、修正の内容について専攻長に報告するとともに、修正期限を専攻長との協議によ

り決定し直ちに申請者に告知する。修正期限は，審査開始から議決を行う専攻会議の日までの間

に設定する． 

（イ）申請者による学位論文の修正後、審査委員会は修正が適切に行われたことを確認し、議決に先立

って専攻会議に報告する。 

（ウ）修正が期限内に終了しなかった場合には、審査委員会は、修正期限の延長（最大でも PDF 形式に

よる論文の提出期限まで）や議決の留保・延期などの措置について、専攻長及び教務委員会と協

議する。措置の可否について専攻会議の承諾を得る。 

② 申請者自身の判断による修正：字句、誤字、脱字等については、申請者が専攻長に願い出て許可を受

けたうえで、PDF 形式による論文の提出期限までに修正することができる。 

 

○第 23 条関係（学位授与の議決） 

（１）学位審査に係る議決は、専攻会議規則第 5 条第 6 項を適用して、連携大学院客員教員及び審査委員

の出席を求める。 

 

以上  
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別紙 

博士論文の表紙に関する注意事項 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

学位論文の表紙 

 

博 士 論 文 

 

論 文 題 目 

※英和文どちらも可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月 

 

高知大学大学院総合人間自然科学研究科 

      黒潮圏総合科学専攻 

氏   名 

 

 

 
１ 題目は、論文の内容を具体的かつ簡潔に示すものとし、論文が日本語の場合は日本語で、英語の場
合は、英語で記載すること。 
なお、英語の場合は、題目の下に（   ）書きで和訳を付記すること。 

 
２ 略語は、題目の中ではごく一般化されたもの以外は原則として使用しないこと。 
 
３ 副題を付けることは差し支えないが、できるだけ簡潔なものにすること。 
 
４ 年月は、第１期は「○○年９月」と、第２期は「○○年３月」とすること。 
 
５ 第３章該当の場合、研究科名及び専攻名は不要。 

 


